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我孫子市の人事の運営状況について公表します。市では現在、職員数の削減と給与水準の見 

直しによる人件費の削減に取り組んでいます。職員数及び職員給与等の内容は次のとおりです。 

 

第１章 職員数及び職員の任免に関する状況  

 

 市の職員数は 1997 年度に 1,081 人でピークを迎えましたが、その後、定員管理適正化計画を策

定し計画的に職員数の削減を進めてきました。この結果、1998 年度から 14 年連続で職員数は減少

し、今年度は 869 人となりました。 

 

(1) 職員数の推移（各年 4月 1日現在） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

【2012 年度版】 

職員数 

人口 

人口 職員数 

年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

職員数 1,071 1,080 1,081 1,076 1,070 1,065 1,061 1,049 1,021

人口 124,003 124,892 126,261 126,587 127,041 127,459 128,983 129,039 129,530

年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

職員数 1,000 996 977 955 925 911 888 874 869

人口 132,267 132,512 131,838 133,541 134,552 134,982 134,986 134,911 133,749
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 (2) 職員の任免等の状況 

 

区     分 

2011年度 2012年度 

11.4.1現在 

職員数 

年度中 

退職者 

新規 

採用者 

異動等に 

よる増減 

12.4.1現在 

職員数 

一般行政部門 550人 ▲21人 20人 ▲1人 549 人 

教育委員会 99人 ▲4人 1人 ▲3人 96 人 

公営企業等 79人 ▲5 人 2人 ▲3人 76 人 

消        防 146人 ▲6 人 8人 2人 148 人 

合    計 874人 ▲36人 31人 ▲5人 869 人 

※ 公営企業等の職員は、水道局、下水道課、国保特別会計及び介護保険特別会計に属 

する職員をいいます。 

 

（3） 2012 年 4月 1日採用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  2011 年度中の退職者数 

 

職 定年退職 勧奨退職 普通退職 懲戒免職 計 

一般行政職 11人 3人 2人 1人 17人 

福  祉  職 4人 2人 1人 － 7人 

税 務 職 2人 1人 － － 3人 

消 防 職 5人 1人 － － 6人 

医 療 職 － － 1人 － 1人 

技能労務職 1人 － － － 1人 

企 業 職 1人 － － － 1人 

計 24人 7人 4人 1人 36 人 

    定年退職 … 60 歳に達した日以後における最初の 3月 31日に退職します。 

    勧奨退職 … 勤続年数 20年以上の者が退職勧奨に基づき退職をする制度で、 

退職手当等に優遇措置があります 

職 
 

種 

(

上
級) 

一
般
行
政
職 

(
初
級) 

一
般
行
政
職 

(

土
木) 

一
般
行
政
職 

(

社
会
福
祉
士) 

福
祉
総
合
職 

保 

育 

士 

消 

防 

士 

合 
 

 

計 

人数 12 人 1人 2人 2人 6人 8人 31人 
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(5) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年 4月１日現在） 

農林水産

商工

土木

2011年度

6

128

47

議会

総務

税務

水道

下水道

その他

民生

衛生

14

8

100

労働

小計

小計

教育 99

23

合　計

一

般
行
政

特

別

行

政

公

営

企

業

等

小計

2012年度

146消防

24

188

62

549

96

123

148

245

47

14

8

101

244

59

550

188

0

0

0

0

職員数

増減数

0

△ 5

対前年

6

△ 3

2

△ 1

△ 1

1

0

3

△ 1

△ 2

△ 3

874

13

42

79

13

40

76

おもな増減理由

事務の統廃合、総務課スタッフ充実

[1.093]

869

[1.093]

△ 5

[0]

0

事務の統廃合、放射能スタッフ充実

事務の統廃合、図書館、学校教育課スタッフ充実

事務の統廃合、施設管理、復興対策スタッフ充実

高齢者支援課業務見直し

消防スタッフ充実

水道業務見直し

 

（注）１.職員数は、一般職に属する職員数です。 ２.[ ]内は、条例定数の合計です。 

 

(6) 年齢別職員構成の状況(各年 4月 1日現在) 

 

 

 

 

 

 

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

区分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計
未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以
満 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上

職員数 4 23 56 61 86 95 100 100 120 113 111 0 869
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(7) 定員管理適正化計画について 

 

    職員の増加を抑え、人件費総額を圧縮するため、市では 1997 年度から 2011 年度までの間、

四次にわたり、定員管理適正化計画を策定し職員数の削減に努めてきました。一方、地方分

権の進展で国や県の事務が身近な市町村へと権限移譲が進められていることと併せ、少子高

齢化対策や東日本大震災からの復旧・復興、放射能対策など新たな行政課題による事務量は

増加しています。こうした中、2012 年度には、計画期間を 3年間（2012 年度～2014 年度)と

した第五次定員管理適正化計画を策定しました。計画では、市民の皆さんが一日でも早く震

災前の市民生活を取り戻し、安全・安心して暮らせる我孫子市とするための執行体制に必要

な人員数を確保することとしました。 

 

・第五次定員管理適正化計画 

年  度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 合 計 

目 標 数  ▲4 0 ▲3 ▲7 

職 員 数 874 870 870 867  

 

 

（参考）これまでの定員管理適正化計画の概要と実績 

 

 

 

 

 

 

計 
 第一次計画 

目標数：▲16 人  実績：▲19 人 

第二次計画 

目標数：▲39 人 実績：▲61 人 

年 度 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 

職員数 1,080 1,081 1,076 1,070 1,065 1,061 1,049 1,021 1,000 

目標数  ▲2 ▲2 ▲4 ▲4 ▲4 ▲12 ▲15 ▲12 

実 績  1 ▲5 ▲6 ▲5 ▲4 ▲12 ▲28 ▲21 

計 
第三次計画 

目標数：▲80 人実績：▲75 人 

第四次計画 

目標数：▲65 人実績：▲51 人 

年 度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011  

職員数 996 977 955 925 910 888 874 

目標数 ▲4 ▲20 ▲20 ▲36 ▲15 ▲20 ▲30 

実 績 ▲4 ▲19 ▲22 ▲30  ▲14 ▲23 ▲14 
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第２章 職員の給与に関する状況 

(1) 人件費（普通会計決算）     

 

 

 
 

 

 

 

 

(2) 職員一人あたりの給与費（普通会計決算） 

 

 

▼上記グラフの数値 

我孫子市

柏市

流山市

鎌ヶ谷市

野田市

7,004千円

6,637千円 6,545千円

6,723千円

6,818千円

6,570千円

6,779千円

6,793千円 6,664千円

7,477千円

2011年度

7,401千円 7,028千円

7,315千円

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

6,409千円6,497千円7,016千円

7,208千円 6,962千円

6,790千円

6,982千円 6,733千円

6,639千円6,972千円

7,217千円 6,981千円

 

※ 普通会計とは、水道事業会計と下水道や介護保険事業などの特別会計以外の会計をいいます。 

※ 人件費には、市長などの常勤特別職や議員、委員会の委員などの非常勤特別職、常勤一般職 

および非常勤一般職の報酬、給料、諸手当、共済組合負担金、社会保険料負担金などが含まれて

います。 

（年度） 

（年度） 

（千円） 

（千円） 
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▼我孫子市の 2011 年度の給与費(普通会計決算) 

千円 千円 千円 千円 千円

3,183,016 6,7795,389,627

1人あたりの給与費
給　　　与　　　費

給　料 職員手当
期末・

勤勉手当 （Ｂ） （Ｂ）／（Ａ）

計
職員数

（Ａ）

965,945 1,240,666795人  

※職員数は２０１１年４月１日の人数です。職員手当には退職手当を含みません。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

102.7 101.4 100.2 102.7 100.7

(100.7)

（地域手当補正後） (100.7)

2010年度

(98.8) (103.2)

102 100.7

(103.0)

100.2

(103.3) (103.8) (102.1)

(103.7)

101.3 100.3

101.4 99 100.6

(102.8) (105.1)

我孫子市 柏市 流山市 鎌ヶ谷市 野田市

(105.2)

（地域手当補正後）

2009年度

年　度

（地域手当補正後）

104.2

2011年度

(101.3) (104.4)

102.5

(99.0)  

※ラスパイレス指数とは、給料月額を基にして、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員

の給与水準を示す指数です。なお、地域手当補正後のラスパイレス指数は、給料月額と地域手当を合算

した額を基にして、前記と同様に算定した指数です。 

 

(4) 職員の平均年齢、平均給料月額と平均給与月額（2012 年 4月 1 日現在） 

45.7歳

消防職 39.7歳 322,900円 408,883円

うちその他技能労務職 46.7歳 340,200円 395,739円

うち学校給食員 52.8歳 378,200円 419,457円

365,100円

354,100円

うち用務員 51.9歳 359,800円

48.8歳

うち清掃職員 48.9歳 361,900円 411,583円

50.3歳 362,600円 492,950円うち自動車運転手

411,348円

平均給与月額

460,147円

404,575円

区　分

技能労務職

平均年齢 平均給料月額

一般行政職

 

※平均給料月額とは、2012 年 4 月１日現在の各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

※平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当及び時間外 

勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。 

※技能労務職については、現在、退職者不補充や民間委託の推進による職員数削減に取り組んでいます。

今後も職務の性質や内容を踏まえつつ、民間、国、県および近隣市の職員の給与などを参考としながら

適正な給与制度の運用に努めていきます。 

 

 (5) 職員の初任給（2012 年 4 月 1 日現在） 

鎌ヶ谷市 野田市

144,500円

178,800円

149,800円

178,600円

行政職 高校卒 144,500円 144,500円

178,800円

140,100円

172,200円

区     分 我孫子市 柏市 流山市

一般 大学卒 178,800円
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(6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額（2012 年 4月 1 日現在） 

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

高校卒
一般行政職

技能労務職

大学卒

高校卒

278,026

大学卒

－

313,894

区     分 経験年数20年経験年数15年経験年数10年

312,130

高校卒
消防職

336,858

375,160

185,800

266,462

－

－

256,074

－

307,867

－ 334,964

 

 

(7) 一般行政職の級別職員数（2012 年 4 月 1日現在） 

1級 18 人 3.6 % 66 人 15.0 % 68 人 15.6 %

2級 115 人 23.1 % 49 人 11.1 % 49 人 11.2 %

3級 53 人 10.6 % 55 人 12.5 % 51 人 11.7 %

4級 137 人 27.5 % 112 人 25.5 % 108 人 24.8 %

5級 81 人 16.2 % 69 人 15.7 % 70 人 16.1 %

6級 56 人 11.2 % 58 人 13.2 % 58 人 13.3 %

7級 39 人 7.8 % 31 人 7.0 % 32 人 7.3 %

499 人 100.0 % 440 人 100.0 % 436 人 100.0 %

2012年4月1日現在

主事・技師

主任、主任技師

職員数 構成比 職員数 構成比

1年前（2011年4月1日）
区分

標準的な職務
の内容

部長、室長、
部次長

課長、主幹

職員数 構成比

課長補佐、
副主幹

主査長

計

主査

5年前（2007年4月1日）

 

※2007 年度から、8 級制から 7 級制に等級変更しています。 

※市の給与条例に基づく給料表の区分による職員数です。 

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

←1 級 3.6％ 
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(8) 地域手当 

8％

'12年4月1日現在

348千円

'11年度予算

支給率

1人あたりの平均支給年額
352千円

'12年度予算

8％

'10年4月1日現在

353千円

'10年度決算

'11年4月1日現在

8％  

※地域手当とは、民間における賃金、物価、生計費が高い地域で支給する手当です。 

※地域手当の支給額＝（給料、扶養手当と管理職手当の月額の合計額）×支給率 

 

▼地域手当支給率の比較（2012 年度） 

3%7%

鎌ヶ谷市 野田市

8% 7%

柏市 流山市我孫子市

8%

区　　分

支給率
 

 

 (9) 期末手当・勤勉手当（2011 年度） 

1.35月分

勤勉手当1人あたりの平均支給年額

2.60月分

期末手当

6%～20%

役職加算

1,619,200円
 

※国は役職加算が 5％～20％の他、管理職加算 10%～25％があります。 

 

(10) 時間外勤務手当（2011年度決算） 

1人あたりの平均支給年額支給実績 223,239千円 342千円  

(11) 特殊勤務手当（2012 年 4 月 1 日現在） 

57千円

9,109千円

19.0%

手当の種類（手当数）（2012年4月1日現在）

職員全体に占める手当支給職員の割合（'11年度決算）

支給職員１人あたり平均支給年額（'11年度決算）

支給実績（'11年度決算）

区　　　分 全　職　種

6種類  

日額            500円

環境現場作業手当
クリーンセンター職員、
道路課職員など

感染症防疫等作業手当
感染症発生予防と
まん延防止処理

清掃作業、道路補修など
現場作業

危険作業手当

行旅死病人取扱手当

健康づくり支援課職員

消防作業手当

防災作業手当

行旅死病人の取扱作業

１回　　　300円～600円

日額　　　　　 1,000円

区　分

消防職員

消防作業

主な支給対象職員

災害救助、り災者対策業務

毒物、劇物など有害物の
取扱作業

主な支給対象業務

消防職員

消防、防災担当職員など

支給単価

病人 　  １件　1,500円

日額            500円

日額　　　　　　 500円

死亡人　 １件　3,000円
社会福祉課職員
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（12） その他の手当（2012 年 4月 1 日現在） 

133千円
国は制度なし

距離に応じ、月額

国は4級～10級の職務の級に
応じて46,300円～139,300円
を支給

部長級　73,300円

に応じ月額4,600円～23,900円支給

課長級　46,200～55,400円

配偶者なしの者　１人11,000円

同じ

持ち家　　　　　7,000円
71,547千円

借家　　　28,000円を限度

定期券代を半年に一度支給

次長級　63,500円

69,432千円
自家用車等の利用者に対し、距離

管理職手当

母子・父子　 １人13,000円

支給実績

配偶者以外の扶
養親族 1人　6,500円

16歳～22歳　１人5,000円加算

国の制度との異同と内容内容と支給単価（1ヶ月）

配偶者　　　　 　13,000円

国は制度なし

同じ

2,000円～24,500円

233千円105,647千円

555千円113,262千円

89千円

（2011年度決算） （2011年度決算）

通勤手当

区　分

扶養手当

住居手当

課長補佐級　38,700円

国は27,000円を限度

電車・バス利用者に対し、6ヶ月

　１人あたり
　平均支給年額

 

 

（13） 退職金（2012 年 4 月 1日現在 千葉県市町村総合事務組合） 

区分

・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

その他の加算措置

  自己都合・勧奨・定年の

  全てを含めた一人あたり

  の平均支給額 26,961千円

勧奨・定年（国）自己都合（市） 自己都合（国） 勧奨・定年（市）

同じ最高限度額
47.50月分 同じ 59.28月分 同じ

勤続２０年 23.50月分 同じ 30.55月分
同じ

同じ

勤続２５年 33.50月分 同じ 41.34月分

59.28月分
勤続３５年

59.28月分 同じ  

※一人あたり平均支給額は、前年度に退職した全職種の職員に支給された平均額です。 

※退職手当は、千葉県市町村総合事務組合の退職手当条例で支給率が定められています。 
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（14） 特別職の報酬等の状況（2012 年 4 月 1日現在） 

市　長

支給時期

鎌ヶ谷市

市長・副市長 3.85月分

給　　料　　月　　額　　等

副議長

9,360,000
15,120,000

3.95月分

3.95月分

3.90月分

3.90月分

議長・副議長・
議員

副市長

副市長
市　長

議　員

716,000

546,250
8%

797,600
二役の支給率

任期ごとに支給 任期ごとに支給 任期ごとに支給

470,000

区　分
流 山 市

無 7%

我孫子市 柏　　市

955,000
給 料

14,061,600 20,628,000

3.85月分

議　長

期末手当

3.90月分

530,000 663,000

440,000

3.90月分

地域手当
780,000785,000
900,000837,000

505,000
無

923,700

報 酬

3.95月分

455,000 492,000593,000 486,650

9,571,2008,592,000 9,972,000
退職手当

20,995,200
9,420,000

430,000 450,000573,000

15,518,160

3.95月分

831,000

野 田 市

972,000

任期ごとに支給 退職時（通算）

456,900

547,000
3%

 

※柏市は、特例条例により、現市長の現任期における退職手当を不支給としています。 

※野田市の退職手当額は、比較のため、我孫子市と同様４年の任期ごとに支給した場合の金額を記載してい

ます。 

 

（15） 特別職の給料月額等の推移 

無

区　　分 2009年12月1日

給 料

地域手当 無二役の支給率

副市長
市　長

716,000
無

735,000
860,000

無
720,000
842,000

720,000
842,000 837,000

2012年4月1日2010年4月1日 2011年4月1日
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第３章 職員の服務等に関する状況 

1 職員の勤務時間その他の勤務条件状況(勤務時間・休憩・休日・休暇) 

（1） 2012 年 4 月 1日現在の勤務時間休憩等 

1週間の 

勤務時間 

1日の 

勤務時間 

勤務の 

開始時間 

勤務の 

終了時間 
休憩時間 

38時間 

45分 

7時間 

45分 
8時 30分 17時00分 

12時15分
から 

13時00分
まで 

 

(2) 有給休暇 

休暇の種類 内 容 日数等 

年次有給休暇 
20 日を超えない限度で翌年に繰り越すこと
ができます 

1 年度につき 20日付与 

病気休暇 
負傷又は疾病のために勤務できない職員に
対し、やむを得ないと認められる最小限度
の期間認められる休暇 

90 日以内 

特別休暇 
社会習慣上や物理上等から勤務しないこと
が真にやむを得ない場合に認められる休暇 

主な特別休暇と承認される日
数等は次の表のとおりです。 

 特別休暇の日数等 

原  因 日数等  

職員の分べん 
出産予定日以前 8 週間、出産の翌日か
ら 8週間 

女性職員の生理時の就業が著しく困難な場合 2 日以内 

生後１年に達しない子の保育のために必要な授乳等 1 日 2回それぞれ 30分以内の期間 

職員の結婚 5 日以内 

父母の祭日 1 日以内 

忌引 親族に応じて 1日から 10日の範囲内 

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が母子保健法
に規定する保健指導又は健康診査を受ける場合 

妊娠週に応じて 4 週間に 1 回から 1 週
間に 1回で必要な時間 

骨髄移植のためのドナー登録又は提供に伴う検査入
院 

必要と認める期間 

社会に貢献する活動 1 年度 5日 

つわり 
一の妊娠期間につき、5 日の範囲内の
期間 

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑
の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認
められる場合 

勤務時間の始め又は終わりにおいて１
日１時間を超えない範囲内で必要とさ
れる期間 

夏季の諸行事、心身の健康増進又は家庭生活の充実 8 日の範囲内の期間 

子育て 
子の年齢により 1年度 15日、10日、8
日の範囲内の期間 

要介護者の必要な世話を行うため、勤務しないことが
相当であると認められる場合（短期介護休暇） 

1 の年度において 5 日（要介護者が 2
人以上の場合は 10日）の範囲内の期間 
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（3） 無給休暇・休業 

 

2 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

(1) 2011 年度中の分限処分者数 

分限処分は、職員が職責を十分果たすことができない場合に公務能率を維持し、適正な運 

営を確保するため、職員の意に反して行う処分です。 

 

処分事由 処分の種類 件数 

心身の故障 

（地方公務員法第 28 条第 2項第 2号） 
休 職 19人 

 

(2) 2011 年度中の懲戒処分者数 

懲戒処分は、職員の非違行為に対して制裁を与える制度で、職員の一定の義務違反に対す 

る道義的責任を追及することで、規律を保持し、秩序を維持するものです。 

 

処分事由 処分の種類 件数 

法令に違反した場合 

（道路交通法違反） 
免 職 1人 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 制度の概要 日数等 

介護休暇 
職員が配偶者、父母、子等の介護をする

ため勤務しないことが相当であると認め

られる場合に承認される休暇 

１年度 180 日以内 

育児休業 

部分休業 

仕事と育児の両立、調和を可能とする制

度で、継続的な勤務を促進するもので、3

歳未満の子どもを養育する職員が、男女を

問わず取得できる休業。部分休業は、育児

のため1日の勤務時間の一部について勤務

しない休業 

・育児休業～当該子の出産の翌日か

ら 3 歳に達するまでの前日までの

間において原則 1回。 

 

・部分休業～勤務時間の始め又は終

わりに 1日を通じて 2時間以内 
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3  職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

(1)  職員の研修の状況 

  限られた職員数で魅力あるまちづくりを進めるためには､職員一人ひとりの資質の向上を図

り､能力を最大限に引き出すことが必要です。そのため、市では経験年数や職階に応じた階層

別研修、専門的な知識､技能を修得するための専門特別研修、研修機関等で学ぶ派遣研修など

様々な研修を実施し、人材育成に努めています。 

 2011 年度職員研修実施状況 

区分 研修名 受講者 区分 研修名 受講者 

階 層 別 

研    修 

 

新規採用職員前期研修 

 

 

31 人 特別研修 防火管理者講習会 7 人 

東葛広域行政員共同研修会

会 

18 人 新規採用職員後期研修 27 人 

業務改善研修(2年目) 22 人 新規採用職員育成担当者研修 30 人 

業務改善研修(3年目) 28 人 自殺対策研修 

 

20 人 

法制執務研修 

 

 21 人 派遣研修 

 

千葉県自治研修センター 19 人 

ディベート研修 15 人 市町村アカデミー 2 人 

人 人事考課研修(新任評定者) 

 

21 人 千葉県 1 人 

人事考課研修（評定者） 75 人 

 

印西市 1 人 

ファシリテーション研修 20 人 柏市 1 人 

専門研修 行政対象暴力講習会 3 人 取手市 1 人 

ｸﾚｰﾑ対応力強化研修 28 人 日本経営協会研修 25 人 

救命講習会 31 人 民間教育・研修機関研修 16 人 

メンタルヘルス研修 31 人 合    計 523 人 

男女共同参画研修 29 人 

 

 (2)  2011 年度中の人事考課の実施状況 

   職員が持っている能力、職務上の業績等を客観的に把握したうえで評価を行い、その結果を

職員の人材育成に生かし、組織全体の能力の向上と活性化を進めるため、人事考課要綱に基づ

き人事考課を実施しています。 

評定は、業績､能力､意識の 3 項目を 5 段階で評価（標準的な評点＝20×3＝60 点）し、その

結果を勤勉手当に反映させています。 

2011 年度評定結果 

 

 

 

 

 

 

 

評点 

職 
45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 合計 

部長･次長職 0 人 0 人 0 人 4 人 24 人 2 人 0 人 30 人 

課長職 0 人 0 人 0 人 8 人 54 人 3 人 0 人 65 人 

課長補佐職 0 人 0 人 0 人 20 人 65 人 3 人 0 人 88 人 

係長職以下 0 人 1 人 5 人 199 人 382 人 24 人 2 人 613 人 
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4  職員の競争試験及び選考の状況 

 

（1) 2011 年度実施の職員採用試験の状況 

2012 年 4月 1 日採用の試験の職種等は次のとおりです。 

職種 
採 用 

予定者数 

申込者 

数 

第１次 

受験者数 

第１次 

合格者数 

第２次 

合格者数 

最終 

合格者 

一般行政職(上級) 9 人 298 人 229 人 118 人 28 人 11 人 

一般行政職(初級) 2 人 22 人 19 人 15 人 6 人 1 人 

技術職(土木) 2 人 5 人 5 人 5 人 4 人  2 人 

技術職(電気) 1 人 2 人 2 人 2 人 2 人  0 人 

福祉総合職(社会福祉士) 2 人 12 人 10 人 8 人 6 人  2 人 

保育士 4 人 31 人 29 人 23 人 13 人 6 人 

理学療法士 1 人 5 人 3 人 3 人 3 人 0 人 

消防士 7 人 47 人 45 人 30 人 19 人 8 人 

合計 28 人 422 人 342 人 204 人 81 人 30 人 

※採用予定者数と最終合格者数の差 2人は、募集後に市職員の中途退職者が発生し、それを補充する

ために採用したものです。 

 

(2) 2011 年度実施の管理職登用試験の状況 

管理職（課長補佐、副主幹等 5 級）に登用するための試験の申込者数等は次のとおりです。 

受験対象者 申込者数 受験者数 合格者数 

208 人 22 人 22 人 13 人 

 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79

部長･次長職

課長職

課長補佐職

係長職以下

(評点) 

＝2011 年度人事考課評定結果＝ 
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(3) 2011 年度実施の嘱託職員(事務)採用試験の実施状況 

一般職の非常勤職員としての嘱託職員(事務)の採用試験を実施しました。 

一般事務 
申込者数 受験者数 合格者数 

107 人 104 人 16 人 

 

5 職員の福祉及び利益保護の状況  

 

（1） 共済制度の概要 

  地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員及びその

家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に資することを目的とし

地方公務員等共済組合法に基づいて設けられています。 

 地方公務員の共済制度は、千葉県市町村職員共済組合を通して、その目的を達成するために大

きく分けて次の３つの事業を行っています。 

 ☆短期給付事業・・組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対して、必 

   要な保険給付 

☆長期給付事業・・組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付 

☆福祉事業・・・・健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付等 

（2） 職員の福利厚生の現状 

  地方公共団体は、地方公務員法により、職員の福利厚生の計画を樹立し、実施することが義

務付けられています。本市では互助会組織として、我孫子市職員福利厚生会が市に代わり市か

ら助成を受けて、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について厚生事業を実施して

います。 

  また、我孫子市職員福利厚生会は、市からの負担金と会員の会費により運営されており、2011

年度の決算額は、28,057,320 円で、市からの負担金は 14,700,000 円でした。 

 

6 公平委員会からの報告事項    

 

  中立的かつ専門的な人事機関として、職員の勤務条件に関する措置の要求を審査、判定し必要

な措置を執るため、及び職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁定又は決定

をするための機関として地方公務員法第 7 条第 4項の規定により公平委員会を設置しています。 

2011 年度中に、公平委員会に提出された勤務条件に関する措置の要求や、不利益処分に関する

不服申し立てはありませんでした。 
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第４章 臨時職員及び非常勤の一般職の職員の状況 

 

 市には、常勤職員の他に緊急の場合又は臨時の職に関する場合に 6ヶ月以内で任用する臨時職員

や 1年以内の期間で任用される非常勤の職員がいます。2012年 4月 1日の臨時職員数及び非常勤

の一般職の職員数等は次のとおりです。 

区  分 職種 人数 賃金又は報酬 

臨時職員 

事務補佐員 58 人 時給 830円 

臨時保育士 76 人 時給 970円 

保育補助員 38 人 時給 880円 

時間外保育士 41 人 時給 990円 

臨時給食調理員 35 人 時給 880円 

放課後対策事業 

スタッフアシスタント 
77 人 時給 880円 

臨時図書整理員 44 人 時給 830円 

安全管理員 39 人 時給 760 円 

学級支援員 72 人 時給 950円 

その他の臨時職員 167 人 
用務員時給 830円、看護師時給 1,340

円、生活支援員時給 970円ほか 

非常勤の 

一般職の職員 

嘱託職員（事務職） 195 人 時間報酬 1,170円～1,420 円 

放課後対策事業スタッフ 64 人 時間報酬 1,240円～1,550 円 

嘱託司書 24 人 時間報酬 1,210円～1,610 円 

その他専門職 72 人 言語聴覚士時間報酬 2,840 円ほか 

 

 

 

 


